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特集●日本の食を守れるか？
中国産冷凍餃子事件における行政の対応を検証する

①保健所の対応と全国保健所長会の取り組み 島根県県央保健所 岸本 泰子

②自治体の対応─東京都の場合を中心に 東京都福祉保健局 櫻山 豊夫・富樫 哲也，他

③国の対応 厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課 道野 英司

食品安全行政と必要な専門知識 農林水産省消費安全局 山田友紀子

中国における食品安全管理体制 (株)アジア食品安全研究センター 佐藤 元昭

日本の食料自給率はなぜ低いのか

①世界の食糧需給の社会的背景 順天堂大学公衆衛生学 丸井 英二

②わが国の食糧自給率の推移と農業政策 総務省行政管理局管理官 松原 明紀

わが国の農業政策の推移と地域社会の変貌 大阪大学大学院医学系研究科 高鳥毛敏雄

わが国の食を育て，その安全を守るために 大阪大学コミュニケーションデザインセンター 平川 秀幸

●視点

社会の変化に応える公衆衛生とは 信州大学医学部衛生学公衆衛生学教授 野見山哲生
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編集室通信

自らを元にして作り出すもの(もしくはサービ
ス)は，本当に社会に役立つ誇れるものかど
うか．心がこめられて作られているかどうか．
そしてユーザーに対して，誠意と思いやりを
きちんと持てているかどうか．これらが叶って
いるとき，信頼される製品(サービス)として，
社会の人々に認識されるのだと思います．
数々の食品偽装の問題は，ものの作り手の
卑怯さ，強欲さ，汚さが全面に出て，信頼
の気持ちが裏切られたと感じてしまいました．
しかし一方で，私たちの周りには，まだ依然
として信頼できる製品(サービス)がしっかりと
ある．何が本物で何が偽物か，いま，私た
ちは真贋を見抜く眼を鍛えられているのかも
しれません．「本物」しか残らない時代になり
そうです． (野中)

(担当/野中・今田)
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食は人間の基本的な営みであり，今でも衣食住の中の

中心的な営みである．食物はもともと自らが生産するか，

身近な生活圏内で確保してきたものである．しかし現在は，

見知らぬ地域，見知らぬ人々が生産するものとなっている．

食料生産は産業となり，ビジネスであり，企業活動として行

うものとなっている．ビジネスであるから経済性，効率性が

強く求められるのは当然なのであろう．生産者と消費者との

距離が広がり，生産者にも消費者にも接することのない中

間者が増え，農産物や食品の価格は市場が決定する状

況になっている．生産者が消費者のニーズに基づいてコミ

ュニケーションして農産物を流通させることは難しい状況に

ある．

「食品」を「物」として扱うことが日常化したことが，事

業者が偽装に対する後ろめたさを感じにくくしてしまったので

はないか．そうであれば，食品企業のコンプライアンス・マ

ネジメント，企業倫理の向上，また消費者を保護するため

に企業や業者を取り締まる行政制度を強化していくのはや

むを得ない流れなのであろう．

わが国の行政組織は欧米諸国と比較すると行政組織の

中に専門職の人数が少なく，職業倫理の確立も十分とは

言えない状況にある．藤田由紀子氏が指摘されている通り

だと思う．「地・産・地・消」の，地が「地域」ではなく

「地球」になってしまっている．この現状を見直していかな

ければならない状況に直面しているのではないか．公衆衛

生行政には問題がないのだろうか．

(高鳥毛敏雄)
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